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イ　郵便物数調査結果

（ア） 郵便物運搬回数

各調査局における作業単位間を移動する郵便物

の運搬回数（量）を調査し、From-to Chartにより

整理したのが下表である。 誌面の関係で、ＫＮ

局についてのみ掲載する（以下、図表１１まで同じ）。

図表６　KN郵便局　郵便物運搬区間集計
単位：回
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A1 A2 A3 B1 B2 B3 C1 D1 D2 D3 D5 E1 E2 F1 F2 G1 H1 H2 I1 I2 I3

A1 4 79 6 23 143 15 41 27 1 20 1

A2 106 2 5 1 57 61 66 41 9 116 23 10

A3 1

B1 5 1 1

B2 4 1 1

B3 １� 10

C1 1 1 1

D1 28 10 5 94 1 13 1 1

D2

D3

D5 29 7 97

E1 1 3 5

E2

F1 123 12 1 5

F2 6 2 6 3

G1 1

H1 2 1

H2

I1

I2

I3 総運搬回数１３４２回�

注１：From to Chart で表した数字は、縦軸に記入されている作業単位から、横軸に記入されている作業単位へ郵便物が１日
（計測は１２時間）のうちに運搬された回数を示すものである。原表では各作業単位間の一方向の運搬回数を表記しているた
め、同一作業単位間に２つの運搬回数が表記されているが、作業単位間の運搬回数を比較するため、同一作業単位間の双
方向の運搬回数を合計して表記している。

注２：運搬回数は、パレット、台車等輸送容器単位で計測している。
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（イ） 郵便物運搬比率

各作業単位間の郵便物運搬回数（図表６）を、

総運搬回数に対する百分率で表し、区間割合を整

理したのが下表である。
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注：本表は、総運搬回数１，３４２回に対する各作業単位間の運搬回数を百分率で表わしたもの
（作業単位間の運搬回数／総運搬回数×１００％）

図表７　ＫＮ郵便局　郵便物運搬比率
単位：％
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ウ　空パレット数調査結果

（ア） 空パレット運搬回数

郵便物運搬回数と併せて、各調査局における作

業単位間の空パレット運搬回数を調査し、From-

to Chartにより整理したのが下表である。

図表８　ＫＮ郵便局　空パレット運搬区間集計
単位：回
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注１：差立パレット保管エリアに運搬する過程において、ＥＬＶで１Ｆの発着口に下ろすために一時的にパレット開披エリア
（Ｄ１）に搬送されていることから、表に差立パレット保管エリア（Ｄ５）を追加して整理している。

注２：VCSコーナーは、空パレットの運搬がないため、表から除いている。
注３：［ ］は、差立パレット作成用に運搬されたもの。
注４：（ ）は、回避・保管のために運搬されたもの。
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（イ） 空パレット運搬比率

各作業単位間の空パレット運搬回数（図表８）

を、総運搬回数に対する百分率で表し、区間割合

を整理したのが下表である。

図表９　ＫＮ郵便局　　空パレット運搬比率
単位：％
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注：本表は、総運搬回数２６１回に対する各作業単位間の運搬回数を百分率で表わしたもの。
（作業単位間の運搬回数／総運搬回数×１００％）
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エ　空移動人員調査結果

（ア） 空移動人員回数

郵便物及び空パレットと併せて、各調査局にお

ける作業単位間の空移動人員回数４についても調

査し、From-to Chartにより整理したのが下表であ

る。

図表１０ ＫＮ郵便局　空移動人員区間集計
単位：回
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４ 移動回数には、郵便物や空パレットを移動させるための移動回数は含まないものであり、あくまでも人員のみの移動回数を
カウントしたものである。



郵政研究所月報 ２００２．２ 94

（イ） 空移動人員比率

各作業単位間の移動人員回数（図表１０）を、総

移動人員回数に対する百分率で表し、区間割合を

整理したのが下表である。

図表１１ ＫＮ郵便局　空移動人員比率
単位：％
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注：本表は、総空移動回数６１８回に対する各作業単位間の移動比率を表したもの。
（作業単位間の移動回数／総移動回数×１００％）
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１－３　定性的調査

定性的調査は、定量調査局とは異なる郵便局３

局を対象として行ったもので、調査局の局舎概要

及びヒヤリング結果は下表のとおりである。

� 調査局の概要

図表１２ 調査局の局舎概要

区　分 局    舎   概   要 

ＫＨ郵便局  

開局準備室設置　平成12年３月６日�
開　　　　局　　平成12年９月15日�
敷 地 面 積　　約11,400㎡�
延 床 面 積　　約14,900㎡�
構　　　　造　　鉄骨造　地上４階�
柱　間　隔　　12�×8.5� 
開局準備室設置　平成12年４月24日�
開　　　　局　　平成12年10月16日�
業 務 移 管　　平成12年10月23日（地域区分局業務開始）�
敷 地 面 積　　約15,800㎡�
延 床 面 積　　約18,100㎡�
構　　　　造　　鉄骨造　地上３階�
柱　間　隔　　12�×８� 
そ 　の　他　　お客さま用駐車場　２Ｆに設置 
開局準備室設置　平成８年８月19日�
開　　　　局　　平成９年３月24日�
敷 地 面 積　　約11,100㎡�
延 床 面 積　　約27,900㎡�
構　　　　造　　鉄骨造　地上４階　地下１階�
柱　間　隔　　7.2�×7.2� 

ＯＨ郵便局  

ＮＣ郵便局  

� ヒアリング調査結果

図表１３ 当初計画レイアウトとの相違点

局　　名 ヒアリング結果 

ＫＨ郵便局  

郵便課（１Ｆ）�
・新型区分機の設置場所�
　　→計画時点では新型区分機２台を中央エリアに設置のこととしていたが、区分機�
　　　の背後が使用しにくくなるため、小包区分装置と反対側の壁際に変更�
・県内大型区分（１次）と速達区分の入れ替え�
　　→速達区分の位置と有証パレット置場を近づけ、有証パレットの相互応援を可能�
　　　にした（速達誤区分検査は有証担当の課長代理が行うため）�
・大型配達区分の90度回転�
　　→課長席から見渡せるようにするため�
集配営業課（２Ｆ）�
　変更なし�
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局　　名 ヒアリング結果 

郵便課（１Ｆ）�
・ＶＣＳとミーティングルームの場所の入れ替え�
　　→区分機作業員のＶＣＳと手区分両方への作業性を確保するため�
・手区分棚を計画席に対して平行から垂直に変更�
　　→発着口まで見渡せるようにするため�
・新型区分機（３号機）の位置を１スパン計画席側に移動�
　　→発着口前を広くして開被スペースを確保し、さらに大型手区分までのケース運�
　　　搬用のビックカート等の通路を確保するため�
集配営業課（２Ｆ）�
・１集・２集の課長・計画席の統合と１集・２集の入れ替え�
　　→二課の連携体制を図るため（当初は、ＥＬＶをはさんで左右に１・２集の課長�
　　　席・計画席を配置することとしていた）�
郵便窓口課（１Ｆ）�
・持戻郵便物保管エリアの設置�
　　→私書箱室内に設けられていた持戻郵便物保管エリアを、取扱数量の増加により�
　　　郵便窓口課内へ移設（郵便窓口計画席跡）�
・大型手区分エリア（担当：郵便課）を２Ｆへ移動�
　　→大型郵便物の手区分は発着口に近い位置で行っていたが（重量大及び郵便窓口�
　　　課との相互応援のため）、課内の相互応援が難しいところから２Ｆに移設した�
・書留小包作業室の設置�
　　→防犯面から郵便窓口課計画席前にスクリーンで仕切った書留小包作業室を設置�
　　　した�
郵便課（２Ｆ）�
・ハイブリットメール室の設置�
　　→第３ＥＬＶの横にハイブリットメール室を設置した（新規施策）�
・新型区分機の位置変更�
　　→年末時の道順組立作業スペースを設けるため、位置を当初予定より１スパン変�
　　　更�
・大型手区分エリアの設置（理由は上記郵便窓口課の項で説明済み）�
　　→移動先は２Ｆの第３ＥＬＶの前で、４スパンを当てている�
・自局配達区分を３Ｆへ移設�
　　→集配営業課職員が郵便物の抜き出しを効率よく行うため�
集配営業課（3F）�
・大型・小型配達手区分エリアの設置�
　　→郵便課（２Ｆ）にあった場合、50名近い集配営業課の職員が毎日２Ｆの郵便課�
　　　事務室まで取りにいかなければならず、効率的な処理が行えない。また、３Ｆ�
　　　にあることにより、帰局後翌日の手区分郵便物の処理を行うことができて効率�
　　　的�

ＯＨ郵便局  

ＮＣ郵便局�
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図表１４ レイアウト変更により他に影響を及ぼした点

局　　名 ヒアリング結果 

ＫＮ郵便局  

郵便課（１Ｆ）�
・新型区分機の位置を変更したため、配達区分済（１・２パスを含む）郵便物の集配�
　営業課への搬送動線が長くなった�
　　→ＥＬＶの位置は変更できない�
集配営業課（２Ｆ）�
・集配営業課の課長席・計画席を同一エリアに配置したことから、書留交付室を当初�
　２集の課長席・計画席としていたエリアと入れ替えた�
郵便窓口課（１Ｆ）�
・計画席の位置変更�
　　→持戻郵便物保管エリア移設のため、大型差立区分跡に移動�
・空パレット置場の変更�
　　→書留小包作業室の設置に伴い、郵便窓口計画席前の空パレット置場を、書留小�
　　　包作業室前に移動�
・第３ＥＶにより大型郵便物を２Ｆに運搬する動線を追加�
郵便課（２Ｆ）�
・大型差立区分を２Ｆに移設したことにより、郵便の流れを当初計画時の逆に変更�

ＯＨ郵便局  

ＮＣ郵便局  

図表１５ 計画時におけるレイアウト作成の課題

局　　名 ヒアリング結果 

ＫＮ郵便局  
・室内が一部整形ないためレイアウトしにくい�
　　→整形のほうが使いやすい�
・施設計画に先立つ業務計画が確定していなかった�
　　→開局準備室ができた時点において業務計画に未確定な部分があり、例えば総務�
　　　課の要員は計画時より増加したことから会計機室を取りやめた�
・ピーク時のゆうメイト人数を考えてレイアウトを考えることが必要�
　　→現在は、常勤職員数を基準に考えられている�
・２方向の発着口の設置�
　　→地理的な制約のためフライトコンテナ（以下、Fコンという）が多く（１日当�
　　　たり県外からのＦコンは90～100台、年末繁忙時は120台、23時台には70台も集�
　　　中して到着する）、処理は短時間で終了するもののＦコンの操作性が悪いため、
　　　旧局舎時代にＦコンが邪魔になりパレット（県内からのパレットは200～300台）
　　　が機能的に動かせず、効率が悪かった。そこで一方向発着から２方向発着へ改�
　　　善を行い大きな効果があった。この経験を踏まえ、新局舎においても小包処理�
　　　ラインをＦコン発着口とパレット発着口の２方向発着とした。この方式はＦコン�
　　　とパレットが錯綜することなく大変効率的である�

ＯＨ郵便局  

ＮＣ郵便局  



郵政研究所月報 ２００２．２ 98

図表１６ 現時点でのレイアウトの利点又は課題

局　　名 ヒアリング結果 

ＫＮ郵便局  

郵便課（１Ｆ）�
・年賀時は有証パレット置場からＥLVに通ずる空きエリアに年賀用配達区分棚を設置�
　　→共助共援により作業がスムーズに進行�
・小包処理エリアと通常処理エリアを分けたことにより作業性、スペース性ともに良�
集配営業課（２Ｆ）�
・隣接しての車庫（横持ち移動）は大変便利�
郵便窓口課（１Ｆ）�
・保冷郵便室の位置�
　　→県内発着口付近のＥＬＶ近くに設置しているが、チルド小包は県外差立が圧倒�
　　　的に多いため、県内パレット到着口に近く県外差立も容易な位置（現保冷容器�
　　　保管場所近く）に設置した方がよいのではという意見がある�
・大型郵便物の動線の延び�
　　→板パレット搭載の郵便物が到着すると、板パレのままＥＬＶを使用して２Ｆに�
　　　上げているが、２ＦのＥＬＶから大型手区分作業エリアまでの距離が長く、効�
　　　率的ではない、なお、カタログなど区分機で処理しやすい形状のものは、２Ｆ�
　　　の大型手区分エリアに上げることなく、小包区分装置で処理している�

ＯＨ郵便局  

ＮＣ郵便局  
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２　郵便内務作業のレイアウト要素の近接性の分析

レイアウト計画の原則の中で、レイアウト要素

の近接性に関係の深い「流れの原則」「最短距離

の原則」に沿って、調査結果を用いてレイアウト

の近接性を分析する。

図表１７ KN郵便局　作業単位配置関係図

Ａ１ 

取集口 

到着口 

Ａ２ 

発着口 

Ｅ２大口差立 
　　保管エリア 

Ｉ１２パス区分交付 

Ｉ２書留交付 

Ｉ３配達手区分 

Ｆ２小型差立 
　　手区分 

Ｆ１小型差立 
　　機械区分 

Ａ３小包配達 

Ｇ１大型差立手区分 

Ｈ１特殊室 

Ｄ１ 

パレット 

開披 

Ｅ１大口引受 

Ｉ４ 

集配 

営業課 

Ｃ１窓口　 

Ｆ３ＶＣＳ 

Ｈ２速達差立手区分 

Ｄ３空パレット 
保管 

Ｄ２パレット 
回避エリア 

Ｂ２小包差立手区分 

Ｂ３保冷室 

Ｂ１小包差立機械区分 

２－１　郵便内務作業の工程分析

各調査局における作業単位の配置を、郵便物の

到着から差立までの流れで表したのが下表である。

� ＫＮ郵便局
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� ＡＳ郵便局

ＫＮ局と異なるところは、①パレット開披をＫ

Ｎ局は一箇所で行っているのに対し、ＡＳ局は通

常郵便物と特殊郵便物でその開披場所を違えてい

ること、②あて先別に差立パッレト作成エリアが

設けられていること、③小型通常郵便物の差立ケ

ース作成エリアが設けられていることである。

図表１８ ＡＳ郵便局　作業単位配置関係図

Ａ１ 

取集口 

到着口 

Ｅ２大口差立 
　　保管エリア 

Ｉ１２パス区分交付 

Ｉ２書留交付　 

Ｉ３配達手区分　 

Ｆ４小型差立 
　ケース作成 Ｄ６他地域 

宛パレット 
差立 

Ａ３小包配達 

Ｇ１大型差立手区分 

Ｈ１特殊室 

Ｂ４ 
特殊等 
パレット 
開披 

Ｅ１大口引受 

Ｉ４ 
集配 
営業 
課 

Ｃ１窓口 

Ｆ３ＶＣＳ 

Ｈ２速達差立手区分 

Ｄ３・４ 
空パレット保管 

Ｄ２パレット 
回避エリア 

Ｂ２小包差立手区分 

Ｂ３保冷室 

Ｂ１小包差立機械区分 

Ｄ１ 
通常 
パレット 
開披 

Ｆ１小型差立 
　　機械区分 

Ｄ５自地域 
宛パレット 
差立 

Ｆ２小型差立 
　　手区分 

Ａ
２
発
着
口 
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� ＹＭ郵便局

他の２局と異なるところは、①到着口にパレッ

ト開披エリアが含まれていること、②小型通常郵

便物の差立二次手区分があて先別に分けられてい

ること、③小型通常郵便物の差立一時保管エリア

が設けられていることである。

図表１９ ＹＭ郵便局　作業単位配置関係図

Ａ
１
取
集
口
・
到
着
口 

Ｉ１２パス区分交付 

Ｉ２　書留交付 

Ｉ３　配達手区分 

Ｆ０小型差立 
一時保管 Ｄ６ 

県外 
宛 
パレット 
差立 

Ａ３小包配達 

Ｇ２大型差立手区分（他地域） 

Ｈ１特殊室 

Ｅ１大口引受・保管 

Ｉ
４
集
配 

　
　
営
業
課 

Ｃ１窓口 

Ｆ３ＶＣＳ 

Ｈ２速達差立手区分 

Ｄ３・４  
空パレット保管 

Ｄ２パレット 
回避エリア　 

Ｂ２小包差立手区分 

Ｂ３保冷室 

Ｂ１小包差立機械区分 

Ｆ６県外小型 
差立二次手区分 

Ｄ５ 
県内 
宛 
パレット 
差立 

Ｆ２小型差立 
手区分 

Ａ
２
発
着
口 Ｇ１大型差立手区分（自地域） 

Ｆ１小型差立 
機械区分 

Ｆ５県内小型 
差立二次手区分 
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� 作業単位の配置関係の整理

各調査局の到着郵便物の流れは、各局の作業単

位配置関係図で明らかなとおり微妙な点で異なっ

ている。この違いをそのままにして郵便物の運搬

回数等の分析を行っても、レイアウト計画のため

の正確なデータが得られるとは考えにくいことか

ら、３局の工程を整理し、下図に示す工程を地域

区分局における代表的な工程と仮定してデータの

分析を行うこととした。

図表２０ 整理した作業単位配置関係図

Ａ
１
取
集
口
・
到
着
口 

Ｅ２大口差立・保管　 

Ｉ１２パス区分交付 

Ｉ２書留交付 

Ｉ３配達手区分 

Ａ３小包配達 

Ｇ１大型差立手区分 

Ｈ１特殊室 

　
　
　 

 

Ｉ
４
集
配 

　
　
営
業
課 

　
　
　 

 

Ｃ１窓口 

Ｆ３ＶＣＳ 

Ｈ２速達差立手区分 

Ｄ２ 

パレット 

一時保管 

Ｂ２小包差立手区分 

Ｂ３保冷室 

Ｂ１小包差立機械区分 

Ｄ
１
パ
レ
ッ
ト
開
披 

Ｆ１小型差立機械区分 
Ｄ
５
差
立
パ
レ
ッ
ト
待
機 

Ｆ２小型差立手区分 Ａ
２
発
着
口 

２－２　相互関連分析

� 定量的分析

ア　運搬・移動種別構成比

まず、定量的な調査結果の分析を行う。①郵便

物の運搬回数、②空パレットの運搬回数、③作業

員の移動回数が地域区分局の作業工程においてど

の程度の重要性を占めているかを整理する。

これは運搬・移動手段について個々に検討を行

っても、レイアウト計画に与える影響を正確に判

断することは難しく、あくまでも全体の中での与

える影響度を重要視しなければならないと考えた

からである。次表は各調査局の運搬・移動回数を

整理したものである。
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上図から明らかなように、各局とも郵便物の運

搬回数が約８割を占め、圧倒的に多い。この結果

から、地域区分局のレイアウトを考えるに際して

最も重要な要素は"郵便物の運搬"であることが分

かる。

一方、空パレットの運搬回数は３局の平均では

１５％であるが、ＹＭ局においては１０％強、ＡＳ局

においては２０％近くとバラツキがあることが分か

る。このことは、レイアウトいかんで空パレット

の運搬回数がレイアウト計画にかなりの影響を与

える可能性があることを示している。

これに対し、作業員の空移動回数は各局とも

５％以下で、地域区分局においては重要な要素と

は認めにくい。これは、各作業単位における担務

が専門化し、作業単位を移動して複数の業務を行

うことが一般局に比べ少ないためと考えられる。

イ　運搬・移動区間重要度

次に、郵便物、空パレットの運搬回数及び作業

員の移動回数について、その回数の多い区間、言

い換えれば重要な運搬・移動区間はどこであるか

を整理する。

（ア） 郵便物の総合運搬順位

調査局３局における同種の郵便物運搬区間を統

合し、運搬比率５の総和により総合運搬順位の高

いものから羅列したのが次表である。

図表２１ 運搬・移動回数

図表２２ 運搬・移動種別構成比

区　　　分
郵 便 物 空パレット 作　業　員

運搬回数 空運搬回数 空移動回数

ＫＮ郵便局 １，３４２ ２６１ ８３

ＡＳ郵便局 １，８１３ ４５１ １１１

ＹＭ郵便局 １，１０１ １５７ ５４

79.95%

83.92%

76.34%

79.60%

15.48%

11.97%

18.99%

15.48%

15.48%

11.97%

18.99%

15.48%

4.57%

4.12%

4.67%

4.92%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平均 

ＹＭ郵便局 

ＡＳ郵便局 

ＫＮ郵便局 

運搬回数 空運搬回数 空移動回数 

５ 運搬回数での比較では、各局による運搬回数の多寡を調整できないため、運搬比率を用いる。
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［総合評価］

郵便物の総合運搬順位上位３０区間を棒グラフに

したものが次図である。

全区間数９５に対し、上位１９区間の運搬回数が総

運搬回数の８割を占めていることから、レイアウ

ト計画に当たっては上位１９区間を重要視すること

が必要であると認められる。

しかし、運搬区間個別の比率を見ると、上位１

～８位までと９位以下とでは平均比率に差が生じ

図表２３ 総合運搬順位

順位 作業単位名１ ⇔ 作業単位名２

ＫＮ郵便局 ＡＳ郵便局 ＹＭ郵便局
平均
比率

累積
比率運搬

回数
比率％

運搬
回数

比率％
運搬
回数

比率％

１ Ａ１ 到着口 ⇔ Ｄ１ パレット開披エリア １４３ ９．２９％ ２６８ １５．２５％ ２７９ ２１．１７％ １５．２４％ １５．２４％

２ Ａ２ 発着口 ⇔ Ｄ５ 差立パレット作成エリア １９９ １２．９３％ １４３ ８．１４％ １１４ ８．６５％ ９．９１％ ２５．１４％

３ Ｄ５ 差立パレット作成エリア ⇔ Ｇ１ 大型差立手区分エリア ２１３ １３．８４％ １１３ ６．４３％ ４９ ３．７２％ ８．００％ ３３．１４％

４ Ｄ１ パレット開披エリア ⇔ Ｇ１ 大型差立手区分エリア ９４ ６．１１％ １０９ ６．２０％ １００ ７．５９％ ６．６３％ ３９．７７％

５ Ａ１ 到着口 ⇔ Ｂ１ 小包機械区分エリア ７９ ５．１３％ １３０ ７．４０％ ９２ ６．９８％ ６．５０％ ４６．２８％

６ Ｆ１ 小型機械区分エリア ⇔ Ｆ２ 小型差立手区分エリア １２３ ７．９９％ １９ １．０８％ １２１ ９．１８％ ６．０８％ ５２．３６％

７ Ａ２ 発着口 ⇔ Ｂ１ 小包機械区分エリア １０６ ６．８９％ １００ ５．６９％ １６ １．２１％ ４．６０％ ５６．９６％

８ Ｄ１ パレット開披エリア ⇔ Ｆ１ 小型機械区分エリア １０ ０．６５％ ８２ ４．６７％ ８９ ６．７５％ ４．０２％ ６０．９８％

９ Ｄ５ 差立パレット作成エリア ⇔ Ｆ１ 小型機械区分エリア ４８ ３．１２％ ４７ ２．６８％ １６ １．２１％ ２．３４％ ６３．３２％

１０ Ａ２ 発着口 ⇔ Ｅ１ 大口引受エリア ６６ ４．２９％ ４５ ２．５６％ ０．００％ ２．２８％ ６５．６０％

１１ Ａ２ 発着口 ⇔ Ｄ１ パレット開披エリア ５７ ３．７０％ ４８ ２．７３％ ０．００％ ２．１５％ ６７．７５％

１２ Ａ１ 到着口 ⇔ Ｅ１ 大口引受エリア ６８ ４．４２％ ３４ １．９４％ ０．００％ ２．１２％ ６９．８７％

１３ Ｄ１ パレット開披エリア ⇔ Ｈ１ 特殊室 ３７ ２．１１％ ５５ ４．１７％ ２．０９％ ７１．９６％

１４ Ａ１ 到着口 ⇔ Ｂ３ 保冷室 ２３ １．４９％ ３５ １．９９％ ２９ ２．２０％ １．９０％ ７３．８５％

１５ Ｄ１ パレット開披エリア ⇔ Ｅ１ 大口差立保管エリア ２８ １．８２％ ５２ ２．９６％ ０．００％ １．５９％ ７５．４５％

１６ Ｄ５ 差立パレット作成エリア ⇔ Ｆ２ 小型差立手区分エリア ９ ０．５８％ １７ ０．９７％ ３９ ２．９６％ １．５０％ ７６．９５％

１７ Ａ２ 発着口 ⇔ Ｄ２ パレット回避エリア ６１ ３．９６％ ６ ０．３４％ ０．００％ １．４４％ ７８．３９％

１８ Ｆ２ 小型差立手区分エリア ⇔ Ｇ１ 大型差立手区分エリア ６ ０．３９％ ５０ ３．７９％ １．３９％ ７９．７８％

１９ Ｂ１ 小包機械区分エリア ⇔ Ｄ１ パレット開披エリア ５ ０．２８％ ５１ ３．８5％ １．３８％ ８１．１７％

２０ Ｄ１ パレット開披エリア ⇔ Ｈ２ 速達エリア １３ ０．８４％ ２６ １．４８％ １７ １．２９％ １．２０％ ８２．３７％

２１ Ｄ１ パレット開披エリア ⇔ Ｄ５ 差立パレット作成エリア ５８ ３．３０％ ０．００％ １．１０％ ８３．４７％

２２ Ｆ１ 小型機械区分エリア ⇔ Ｆ４ 小型ケース作成エリア ４９ ２．７９％ ０．００％ ０．９３％ ８４．４０％

２３ Ｄ５ 差立パレット作成エリア ⇔ Ｆ４ 小型ケース作成エリア ４８ ２．７３％ ０．００％ ０．９１％ ８５．３１％

２４ Ａ１ 到着口 ⇔ Ｄ５ 差立パレット作成エリア ３４ ２．５８％ ０．８６％ ８６．１７％

２５ Ｄ１ パレット開披エリア ⇔ Ｆ２ 小型差立手区分エリア ５ ０．３２％ １６ ０．９１％ １４ １．０６％ ０．７７％ ８６．９４％

２６ Ａ２ 発着口 ⇔ Ｇ１ 大型差立手区分エリア ３９ ２．２２％ １ ０．０８％ ０．７７％ ８７．７０％

２７ Ｄ５ 差立パレット作成エリア ⇔ Ｈ１ 特殊室 ２３ １．４９％ ０．００％ １０ ０．７６％ ０．７５％ ８８．４５％

２８ Ａ１ 到着口 ⇔ Ｂ２ 小包差立手区分エリア ６ ０．３９％ １８ １．０２％ ７ ０．５３％ ０．６５％ ８９．１０％

２９ Ｄ５ 差立パレット作成エリア ⇔ Ｅ１ 大口引受エリア ２９ １．８８％ ０．００％ ０．６３％ ８９．７３％

３０ Ｆ２ 小型差立手区分エリア ⇔ Ｈ２ 速達エリア ２ ０．１３％ ２３ １．７５％ ０．６３％ ９０．３５％

ており、レイアウト計画における運搬区間の重要

性については、１～８位までを考慮すればよいと

考えられる。ただし、９位以下の運搬区間につい

ても、どこに配置してもよいわけではなく、１～

８位までの運搬区間に含まれる主要な作業単位と

の関係において、二次的な近接性を考慮して配置

しなければならない。特に９位以下でも１４位まで

は比較的運搬比率が高いため注意する必要が認め

られる。

注：表中、ＫＮ局のＡ２⇔Ｄ５、Ｄ５⇔Ｇ１など一部エリアの運搬回数については、エレベーターから一時的にＤ１パレット
開披エリアなど他のエリアに運搬されるケースがあり、そうした回数を補正した数値としている。
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上図における郵便物総合運搬順位１～８位まで

の重要な運搬区間は下表のとおりである。

図表２４ 運搬累積比率
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図表２５ 主要な運搬区間

順位 作業単位　１ ⇔ 作業単位　２

１ 到着口 ⇔ パレット開披エリア

２ 発着口 ⇔ 差立パレット作成エリア

３ 差立パレット作成エリア ⇔ 大型差立手区分エリア

４ パレット開披エリア ⇔ 大型差立手区分エリア

５ 到着口 ⇔ 小包機械区分エリア

６ 小型機械区分エリア ⇔ 小型差立手区分エリア

７ 発着口 ⇔ 小包機械区分エリア

８ パレット開披エリア ⇔ 小型機械区分エリア
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（イ） 空パレットの運搬区間重要度

調査局３局における同種の空パレット運搬区間

を統合し、運搬比率の総和により総合空パレット

運搬順位の高いものから羅列したのが下表である。

図表２６ 総合空運搬順位

順位 作業単位名１ ⇔ 作業単位名２

ＫＮ郵便局 ＡＳ郵便局 ＹＭ郵便局
平均
比率運搬

回数
比率％

運搬
回数

比率％
運搬
回数

比率％

１ Ｄ１ パレット開披エリア ⇔ Ｄ５ 差立パレット作成エリア ２ ０．８０％ ４０ ９．２０％ ９７ ６４．７０％ ２４．９０％

２ Ａ１ 到着口 ⇔ Ｄ２ パレット回避・保管エリア ６５ ２４．９０％ ５６ １２．８０％ ― １２．５７％

３ Ｄ２ パレット回避・保管エリア ⇔ Ｄ５ 差立パレット作成エリア ２６ １０．００％ ５ １．１０％ １９ １２．７０％ ７．９３％

４ Ｂ１ 小包機械区分エリア ⇔ Ｄ２ パレット回避・保管エリア １５ ５．７０％ ６６ １５．１０％ ― ６．９３％

５ Ｄ２ パレット回避・保管エリア ⇔ Ｇ１ 大型差立手区分エリア ― ８６ １９．７０％ ― ６．５７％

６ Ｄ１ パレット開披エリア ⇔ Ｆ１ 小型機械区分エリア ３１ １１．９０％ １０ ２．３０％ ― ４．７３％

７ Ｄ１ パレット開披エリア ⇔ Ｄ２ パレット回避・保管エリア ― ４４ １０．１０％ ― ３．３７％

８ Ｄ１ パレット開披エリア ⇔ Ｅ１ 大口引受エリア ２１ ８．００％ ― ― ２．６７％

９ Ｄ２ パレット回避・保管エリア ⇔ Ｅ１ 大口引受エリア ９ ３．４０％ ２０ ４．６０％ ― ２．６７％

１０ Ｂ１ 小包機械区分エリア ⇔ Ｄ５ 差立パレット作成エリア １０ ３．８０％ ― ５ ３．３０％ ２．３７％

１１ Ｄ１ パレット開披エリア ⇔ Ｇ１ 大型差立手区分エリア １６ ６．１０％ ２ ０．５０％ ― ２．２０％

１２ Ｈ１ 特殊室 ⇔ Ｈ２ 速達エリア ― ２７ ６．２０％ ２．０７％

１３ Ｄ１ パレット開披エリア ⇔ Ｆ２ 小型差立手区分エリア １４ ５．４０％ １ ０．２０％ ― １．８７％

１４ Ｄ５ 差立パレット作成エリア ⇔ Ｇ１ 大型差立手区分エリア ― ７ １．６０％ ５ ３．３０％ １．６３％

１５ Ｄ２ パレット回避・保管エリア ⇔ Ｆ２ 小型差立手区分エリア １０ ３．８０％ ― ― １．２７％

１６ Ａ１ 到着口 ⇔ Ｄ１ パレット開披エリア ― １６ ３．７０％ ― １．２３％

１７ Ｄ５ 差立パレット作成エリア ⇔ Ｈ１ 特殊室 ― １５ ３．４０％ ― １．１３％

１８ Ｂ１ 小包機械区分エリア ⇔ Ｅ１ 大口引受エリア ― ― ５ ３．３０％ １．１０％

１９ Ｅ１ 大口引受エリア ⇔ Ｇ１ 大型差立手区分エリア ３ １．１０％ ７ １．６０％ ０．９０％

２０ Ｄ５ 差立パレット作成エリア ⇔ Ｆ２ 小型差立手区分エリア ― ― ４ ２．７０％ ０．９０％

２１ Ｄ２ パレット回避・保管エリア ⇔ Ｆ１ 小型機械区分エリア ６ ２．３０％ １ ０．２０％ ― ０．８３％

２２ Ｄ５ 差立パレット作成エリア ⇔ Ｈ２ 速達エリア ― ８ １．８０％ １ ０．７０％ ０．８３％

２３ Ａ１ 到着口 ⇔ Ｅ１ 大口引受エリア ６ ２．３０％ ― ― ０．７７％

２４ Ｄ２ パレット回避・保管エリア ⇔ Ｆ０ 小型差立一時保管エリア ― ― ３ ２．００％ ０．６７％

２５ Ｆ０ 小型差立一時保管エリア ⇔ Ｆ２ 小型差立手区分エリア ― ― ３ ２．００％ ０．６７％

２６ Ａ３ 小包配達区分エリア ⇔ Ｂ１ 小包機械区分エリア ５ １．９０％ ― ― ０．６３％

２７ Ｅ１ 大口引受エリア ⇔ Ｆ２ 小型差立手区分エリア ５ １．９０％ ― ― ０．６３％

２８ Ｄ２ パレット回避・保管エリア ⇔ Ｈ１ 特殊室 ２ ０．８０％ ３ ０．７０％ ― ０．５０％

２９ Ａ２ 発着口 ⇔ Ｇ１ 大型差立手区分エリア ― １ ０．２０％ ２ １．３０％ ０．５０％

３０ Ａ１ 到着口 ⇔ Ｂ１ 小包配達区分エリア １ ０．４０％ １ ０．２０％ １ ０．７０％ ０．４３％

［総合評価］

総合空運搬順位の上位３０区間を棒グラフで表し

たものが次表である。

全区間数５０に対し、上位１３区間の空運搬回数が

総空運搬回数の８割を占めていることから上位１３

区間をレイアウト計画に当たっては重要視する必

要があると考えられる。

しかし、郵便物の運搬回数等を含め総合的に検

討を行うと、上位１～５位までが郵便物の運搬回

数に換算して１％以上（５０回以上）に相当するに

過ぎず、６位以下は郵便物の運搬回数に換算して

１％にも満たない。そこでレイアウト計画におけ

る空パレットの空運搬区間の重要性については、

図表２６に示した１位から５位までの空運搬区間を

考慮すればよいと考えられる。

累積
比率

２４．９０％

３７．４７％

４５．４０％

５２．３３％

５８．９０％

６３．６３％

６７．００％

６９．６７％

７２．３４％

７４．７１％

７６．９１％

７８．９８％

８０．８５％

８２．４８％

８３．７５％

８４．９８％

８６．１１％

８７．２１％

８８．１１％

８９．０１％

８９．８４％

９０．６７％

９１．４４％

９２．１１％

９２．７８％

９３．４１％

９４．０４％

９４．５４％

９５．０４％

９５．４７％
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上図における空パレット総合運搬順位１位～５

位までの重要な運搬区間は下表のとおりである。

図表２７ 運搬累積比率
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図表２８ 主要な空パレット運搬区間

順位 作業単位　１ ⇔ 作業単位　２

１ パレット開披エリア ⇔ 差立パレット作成エリア

２ 到着口 ⇔ パレット回避・保管エリア

３ パレット回避・保管エリア ⇔ 差立パレット作成エリア

４ 小包機械区分エリア ⇔ パレット回避・保管エリア

５ パレット回避・保管エリア ⇔ 大型差立手区分エリア
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（ウ） 作業員空移動区間重要度

さらに、調査局３局の作業員の空移動回数にお

ける同種の運搬区間を統合し、移動比率の総和に

より空移動順位の高いものから羅列したのが下表

である。

図表２９ 総合空移動順位

順位 作業単位名１ ⇔ 作業単位名２

ＫＮ郵便局 ＡＳ郵便局 ＹＭ郵便局
平均
比率運搬

回数
比率％

運搬
回数

比率％
運搬
回数

比率％

１ Ｈ１ 特殊室 ⇔ Ｈ２ 速達エリア ８６ ７７．４８％ ２５．８３％

２ Ａ１ 到着口 ⇔ Ｄ５ 差立パレット作成エリア ２７ ３２．５３％ １０．８４％

３ Ｆ１ 小型機械区分エリア ⇔ Ｆ３ ＶＣＳエリア ２ ２．４１％ １ ０．９０％ １０ １８．５２％ ７．２８％

４ Ｆ２ 小型差立手区分エリア ⇔ Ｆ３ ＶＣＳエリア １０ １２．０５％ ２ １．８０％ ３ ５．５６％ ６．４７％

５ Ｈ２ 速達エリア ⇔ Ｉ３ 配達手区分エリア ６ １１．１１％ ３．７０％

６ Ｄ１ パレット開披エリア ⇔ Ｅ１ 大口差立・保管エリア ９ １０．８４％ ３．６１％

７ Ｇ１ 大型差立手区分エリア ⇔ Ｈ２ 速達エリア １ １．２０％ ５ ９．２６％ ３．４９％

８ Ｄ２ パレット回避・保管エリア ⇔ Ｈ１ 特殊室 ５ ９．２６％ ３．０９％

９ Ｄ６ 差立パレット作成エリア ⇔ Ｉ１ 自配機械区分保管エリア ４ ７．４１％ ２．４７％

１０ Ｂ２ 小包差立手区分エリア ⇔ Ｄ２ パレット回避・保管エリア ６ ７．２３％ ２．４１％

１１ Ｆ１ 小型機械区分エリア ⇔ Ｈ２ 速達エリア ６ ７．２３％ ２．４１％

１２ Ｄ５ 差立パレット作成エリア ⇔ Ｄ６ 差立パレット作成エリア ３ ５．５６％ １．８５％

１３ Ｆ２ 小型差立手区分エリア ⇔ Ｈ２ 速達エリア ３ ５．５６％ １．８５％

１４ Ａ１ 到着口 ⇔ Ｃ１ 窓口エリア １ １．２０％ ２ １．８０％ １ １．８５％ １．６２％

１５ Ｆ２ 小型差立手区分エリア ⇔ Ｈ１ 特殊室 ３ ３．６１％ １ ０．９０％ １．５１％

１６ Ａ２ 発着口 ⇔ Ｂ２ 小包手区分エリア ２ ３．７０％ １．２３％

１７ Ｄ６ 差立パレット作成エリア ⇔ Ｆ２ 小型差立手区分エリア ２ ３．７０％ １．２３％

１８ Ｆ０ 小型差立一時保管エリア ⇔ Ｆ１ 小型機械区分エリア ２ ３．７０％ １．２３％

１９ Ａ１ 到着口 ⇔ Ｆ３ ＶＣＳエリア ３ ３．６１％ １．２０％

２０ Ｂ１ 小包機械区分エリア ⇔ Ｂ３ 保冷室 ３ ３．６１％ １．２０％

２１ Ｇ１ 大型差立手区分エリア ⇔ Ｉ３ 配達手区分エリア ３ ３．６１％ １．２０％

２２ Ｄ３ パレット回避・保管エリア ⇔ Ｄ５ 差立パレット作成エリア ４ ３．６０％ １．２０％

２３ Ｄ６ 差立パレット作成エリア ⇔ Ｈ１ 特殊室 ４ ３．６０％ １．２０％

２４ Ａ１ 到着口 ⇔ Ｈ２ 速達エリア ３ ２．７０％ ０．９０％

２５ Ｂ２ 小包差立手区分エリア ⇔ Ｄ１ パレット開披エリア ２ ２．４１％ ０．８０％

２６ Ｈ１ 特殊室 ⇔ Ｉ１ 自配機械区分保管エリア ２ ２．４１％ ０．８０％

２７ Ｂ２ 小包手区分エリア ⇔ Ｂ３ 保冷室 １ １．８５％ ０．６２％

２８ Ｂ２ 小包手区分エリア ⇔ Ｄ６ 差立パレット作成エリア １ １．８５％ ０．６２％

２９ Ｃ１ 窓口エリア ⇔ Ｉ２ 書留交付エリア １ １．８５％ ０．６２％

３０ Ｄ２ パレット回避・保管エリア ⇔ Ｈ２ 速達エリア １ １．８５％ ０．６２％

［総合評価］

総合空移動順位の上位３０区間を棒グラフで表し

たものが次表である。

全区間数４５に対し、上位１７区間の空移動回数

が総空移動回数の８割を占めていることから、上

位１７区間をレイアウト計画に当たっては重要視す

ることが必要であると考えられる。

しかし個別に検討すると、特に突出している上

位２区間は特定の局での比率が高いために浮上し

たもので他の２局では見られないことから、この

区間の重要性が他の局にも適用できるかは疑問が

残る。

さらに３位以下の区間は、郵便物の運搬回数に

換算して０．５％未満（２５回未満）に相当するに過

累積
比率

２５．８３％

３６．６７％

４３．９５％

５０．４２％

５４．１２％

５７．７３％

６１．２２％

６４．３１％

６６．７８％

６９．１９％

７１．６０％

７３．４５％

７５．３０％

７６．９２％

７８．４３％

７９．６６％

８０．８９％

８２．１２％

８３．３２％

８４．５２％

８５．７２％

８６．９２％

８８．１２％

８９．０２％

８９．８２％

９０．６２％

９１．２４％

９１．８６％

９２．４８％

９３．１０％

注：表中、ＫＮ局のＡ１⇔Ｄ５など一部エリアの移動回数については、その内容からＥ１⇔Ｄ５の移動回数として扱うなど補
正している。
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ぎないことから、レイアウト計画においては作業

員の空移動区間は考慮しなくてもよいと考えられ

図表３０ 空移動累積比率
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上図における作業員空移動総合順位１～２位ま

での主要な移動区間は下表のとおりである。

図表３１ 総合空移動順位

順位 作業単位　１ ⇔ 作業単位　２

１ 特殊室 ⇔ 速達エリア

２ 到着口 ⇔ 差立パレット作成エリア

る。
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イ　定量的条件による作業単位の近接性

前項までに判明した定量的な分析結果による各

作業単位の近接性は、そのままの形でもレイアウ

ト計画に利用できるものと考えるが、実際にはそ

のような近接性を確保したレイアウトが現実に可

能かの検討を行わないと有効とは成りえない。

そこで、主要な関係と判断した運搬・移動区間

について平面的な検討を行う。

（ア） 定量的条件による主要な関係

下図は、主要な関係について郵便物の流れを一

方向と仮定して近接性を考慮し配置を行ったもの

である。各作業単位の面積を抜きに考えれば、下

記のような場合、例えば両面発着の場合にはこう

した配置が成立するであろうことを理解いただけ

るであろう。

図表３２ 定量的条件による主要な関係

その他の作業単位 

郵便物の流れ 

主要な作業単位 

小包の流れ 
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差立 
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発
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② ① 

（小包）⑦ 

③ ④ 

（小包）⑤ 

⑥ 
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機械 
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（イ） 定量的条件による関係の課題

郵便物の流れをほとんどの郵便局で実施されて

いる片側発着に対応させ、近接性を考慮し配置を

行ったのが次図である。

第２順位の差立パレット作成エリア⇔発着口間

と、第５順位の到着口⇔小包機械区分エリア間が

競合しているが、ほとんどの主要な作業単位間に

ついては所要面積を除外して考えれば、近接性に

基づいた配置が可能であると考えられる。各作業

単位間の近接性の優先度は実際のレイアウト計画

に利用可能であると判断できる。

しかし、運搬距離をレイアウト計画の指標とす

るならば、それに最も影響を与えるのは各作業単

位の面積であるから、各作業単位の面積を含めて

検討を行う必要がある。
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２－３　定性的分析

各作業単位の設置に当たって、郵便作業室内に

おける定量的な調査では把握できない重要な要素

が定性的な条件である。定性的な条件は大きく①

各局共通の条件と判断できるもの、②当該局個別

の条件と判断できるものに分けられる。

� 一般的定性的条件

定性的調査対象局におけるヒアリングの結果、

各局共通の条件と判断できるものは次のとおりで

ある。

ア　業務内容の変化

新郵便処理システムの未配備局における道順組

立等業務を効率的に行うため、地域区分局等にお

ける道順組立等業務の集中処理が平成１２年度末ま

でに３０局で実施され、今後においても集中処理化

が予定されている。このように業務内容が変化し

た場合はレイアウト計画に影響を与える。この場

合、面積を必要とする新型区分機の配備等に伴い、

階層を異にすることを含めた作業単位位置の変更

が生じる場合がある。

そこで①レイアウトの柔軟性及び拡張性の確保、

②レイアウトの変更を視野に入れたエレベータ及

び通路の設置が特に必要となる。内容からして、

最も重要な定性的条件ととらえる必要がある。

（ア） 管理性

一般局においては、管理面の重要性から課長・

計画席及び特殊室の位置が重要視されていた６。

しかし地域区分局においてはフロア面積が広いこ

ともあり、課長・計画席から作業室全体を見渡す

図表３３ 片面発着に対応させた作業単位のレイアウト
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６　詳細は、２００１年９月の報告書「郵便作業室レイアウトに関する調査研究報告書－一般局における郵便内務作業の近接性につ
いて－」５－２４頁参照。
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ことは難しいのが実情である。そうした理由によ

りヒアリングの結果において、「管理者等が作業

室内を巡回することにより解決できる」との考え

が一般的である。

（イ） 輸送容器の後処理

一般局においてパレットは発着口で開披された

後、局内を移動することは少なく、空パレットは

ほとんどが発着口横を保管場所としている。

一方、地域区分局においては、数量が多く局内

をパレットが移動し区分に便利の良い場所で開披

される頻度が高い。その場合パレットが開披され

た後、速やかに空パレットを運搬動線上から回避

させないと、他のパレットや運搬用具等の運搬の

支障となり作業効率に悪い影響を与える。そこで

開披後の空パレットを速やかに回避できるパレッ

ト回避・保管エリアがパレット開披エリアに近接

して必要となる。

さらに、区分処理後の郵便物積載のため、各処

理エリアにおいて空パレットの必要性が高く、パ

レット回避・保管エリアから各区分エリア、特に

パレット作成エリアへの運搬通路の確保が重要と

なる。

しかし、空パレットについて、郵便物を積載し

たパレットと同様の評価尺度（運搬回数）で近接

性について判断することは、その運搬の緊急性７

が低いのにもかかわらず、郵便物の運搬回数の少

ない運搬区間より、重要性が高く判断されるおそ

れがあるため適当ではなく、定性的な条件として

とらえる必要がある。

� 個別的定性的条件

定性的調査対象局におけるヒアリングの結果、

当該局固有の条件と判断できるものを示す。した

がって、下記に示すものは例示であり、この他に

も局固有の条件が存在する可能性が高く、レイア

ウト計画に当たっては充分に調査し、把握するこ

とが必要である。

ア　大口引受郵便の特性の違い

大口引受郵便物は、引き受ける時期、数量、搬

入の形態等が千差万別である。ＹＭ局に見られる

ように季節のくだものの出荷時期には、平常の量

をはるかに超える大量の郵便物が運び込まれる場

合もある。それに対し、区内に特産品や大口事業

者を抱えていない郵便局の場合は、大口といって

もパレット数台程度の郵便局も存在する。また、

搬入の形態も大口専用の自動車便が続々と到着す

る局もあれば、運送便でしか到着しない局もある。

このように、一口に大口といってもその内容は大

きく異なり一般解を導き出すことは困難である。

しかし、大口引受の存在自体は郵便内務作業の

レイアウト計画に大きな影響を与える。特に郵便

予備室の設置形態は大口の存在を抜きに考えるこ

とは出来ない。よって最も重要な定性的条件とと

らえなければならない。

イ　重要な業務における作業員の兼務

郵便物の区分処理はその種別により独立してお

り、各処理単位間の近接性は郵便物の数量でとら

えることはできない。ただし、各処理作業に従事

する作業者は兼務する場合があり、その頻度によ

り近接性を判断する必要が認められ、定量的調査

において作業員の空移動を調査項目に含めた。し

かし、分析の結果、定量的な作業員の空移動によ

る近接性への影響は認められなかった。

ただし、ＫＨ局においては、速達の誤区分検査

を有証担当の課長代理が行っており、作業頻度が

７　到着した郵便物を処理するための差立用のパレットは既に準備されているため、回避・保管エリアからパレット作成エリア
に運搬が必要なのは次回の処理のためであり、時間的な緊急性は低い。



３　調査結果について

調査結果において特徴的なことは、レイアウト

によっては、一般に考えられているように１階案

が２階案よりも優れているとはいえないのではな

いかということである。縦運搬を除けば、２階案

の方が１階案よりも運搬距離及び運搬時間も短い

ケースがあるということは、縦搬送の設備を考慮

すれば優れた２階案が生まれる可能性を秘めてい

るということである。

現在のパレットの縦運搬にはエレベータを使用

しているが、エレベータは人間が乗るために安全

性を重視して作られることから高価であり、また

安全確認のための開閉時間などを含めると運搬時

間も比較的遅くなる。さらに高価であるために配

備する台数が制限される等、郵便物の搬送設備と

しては必ずしも最適ではない。安価なパレット専

用の縦搬送設備が開発されれば、地域区分局の効

率及び建設費に変化を与える可能性があるものと

考える。パレット専用の安価な縦搬送設備の開発

が、今後の地域区分局の整備に当たっての、一つ

の課題となるかもしれない。

４　おわりに

本研究の最終的な目的は、定量的分析に基づく

郵便内務作業の各作業単位間の近接性を基に、面

積的な要素を加味したレイアウト案を作成し、運

搬距離等によるシミュレーションを行い、理想的

なレイアウトを探すことである。

本稿では、誌面の関係から「レイアウト案の検

討」及び「シミュレーション結果」についてはご

紹介できなかったが、結果を申し上げるならば地

域区分局の理想レイアウト案にたどり着くことは

できなかった。これには色々な理由が考えられる。

事例を挙げると、①郵便局により、郵便物の種別、

数量等特性が非常に異なること、②時期により、
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少なくてもこのような重要な兼務は定性的条件と

してととらえる必要がある。

ウ　組織構成による業務内容の違い

地域区分局は全国に８４局（調査開始時点）存在

するが、その中で郵便営業担当課を除き郵便の内

務作業を担当する課は必ずしも一つとは限らない。

新東京局、東京小包局、新大阪局、大阪小包局及

び集中局を除く７８局中複数課体制で郵便内務作業

を行っている局は、下表に見られるように１７局を

数える。

これらの地域区分局において、内国郵便内務事

務を行う課の名称には郵便課、普通郵便課、特殊郵

便課、輸送小包課、郵便窓口課、小包郵便課等があ

り、また、同一名称に序数を冠して複数課構成とし

ている場合もある。これらの担当課においては、各

課の所掌が微妙に異なるため所掌内容をよく把握の

上レイアウト計画を行う必要が認められる。

図表３４ 郵便担当課構成数

５課体制 ４課体制 ３課体制 ２課体制 合　　計

１ ３ ５ ８ １７

エ　処理作業の兼用

郵便物の区分処理は、小型、大型、小包、特殊

等その種別により独立しており、一般的には、各

処理単位を兼用することは考えられない。

しかし、前述の郵便担当課の構成にもよるが、

ＮＣ局に見られたように大型郵便物の一部を小包

区分装置で処理している事例もある。新型区分機

に比べ稼働率の低い小包区分装置においては、こ

のような兼用も視野に入れたレイアウト計画を考

える必要があり、定性的条件としてとらえること

ができる。
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特に平常時と年賀時において郵便物の種類、数量

等特性が非常に異なること、等からである。特に

地域区分局においては、各々の郵便局の持つ特性

が非常に異なっている。これらを無理に定型化し

て標準タイプを作成したとしても現実に存在しな

い郵便局像を作り上げるだけになり、その時点で

既に理想案とはかけ離れてしまう。ただし、この

問題には解決策が存在する。計画を予定する地域

区分局における郵便物のデータ把握を十分に行い、

そのデータを基に本報告書で示したような内容で

分析を行えば、その地域区分局にあったレイアウ

ト案の作成が可能であると考えるものである。

また、調査者サイドの問題として、①当初は、

工程分析後シミュレーションソフトを駆使して数

多くの作業単位の近接性について案の検討を行い、

理想的なレイアウト案を探る予定であったが、ソ

フトウェアを十分活用することができなかった。

そこでレイアウト案をこれまでの経験に基づき作

成したが、案の数が必ずしも十分ではなかったこ

と、②作業単位内の機器等のレイアウトまで精度

を上げられなかったこと、それにより郵便物の出

入りの個所を特定することができず、標準的な位

置にせざるを得なかったこと、③運搬単位時間の

調査が不十分であり、既知のデータに頼らざるを

えなかったこと等である。こうしたことが今後の

課題である。

最後に、お忙しい中にもかかわらず調査にご協

力いただいた関係者の皆様に、本誌面をお借りし

て御礼申し上げます。
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